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　第1は、「本業を通じたCSR」というCTCのCSR活動の

特徴が、一層の進化を見せていることです。CTCグルー

プは、今回、グリーンIT戦略「CTC×GREEN」を打ち出し、

「ITシステムの最適化」、「ITファシリティ環境の改善」、「グ

リーンなデータセンターの活用」の3つの柱を提供する

ことで、顧客のシステムの全体最適化と環境負荷低減を

同時達成しています。この3つの柱をセットで提供できる

ことがCTCの強みであり、これは、「本業を通じたCSR」の

発展型とみなすことができます。

　第2は、CTCグループと社会との関わりについての記

述が改善されたことです。レポートの5-6ページには、

CTCグループの情報技術がいかにサステナブル社会の

形成に貢献しているかが、公共機関サービス、コンビニ

エンスストア、オフィス、データセンター、エネルギー・環

境部門、レストラン、携帯電話、家庭との関係において、わ

かりやすく図示されています。これは、CTCが情報技術を

本業としている点から考えて、極めて重要なことです。と

いうのは、情報技術産業のCSR活動のトータルな成果

は、情報技術が使われる社会的場面まで視野に入れなけ

れば、正確に評価することができないからです。

　第3は、「社会に役立つ製品・サービスの提供」という

CTCグループの社会性を重視する行動基準が、一層鮮明

になったことです。レポートの26ページに掲載されている

「有害サイトアクセス制限サービス」システムの構築の事

例は、この点をわかりやすく伝える上で効果的です。たと

え顧客からの要請であっても、それがモラルに反すること

であればはっきりと断るというCTCの事業に対する考え

方は、企業の倫理性に対する社会的要請の高まりやIT社会

の深化にともなって、いっそう重要性を持つことでしょう。

　第1に、CTCグループがサービスを提供することに

よって、顧客の業務を通じたCO２排出量がどの程度削減

されたかを推計値でもよいので明示していただきたいこ

とです。レポートの37ページには、CTC自体の環境負荷

低減努力が書かれています。しかし、先に述べたように、

CTCグループが低炭素社会の形成に貢献できる最大の

現場は、社内というよりは、CTCの情報技術を採用した顧

客の事業所です。顧客との関係などからいって、データを

発表することは容易ではないのかもしれませんが、顧客

の現場におけるCO２削減量が明らかにならない限り、

CTCグループの真の貢献の度合いは把握することがで

きません。

　第2は、社員の長時間労働削減を進めていただきたい

ことです。この点では、2008年度、対前年度比10％削減

を目指したにもかかわらず、結果的には、3.4%長時間労

働が増加したことが問題です。この点について、19-20

ページのアクションプランの表には、「実施」を意味する

マークが付されています。問題は、「実施」したか否かで

はなく、成果をあげたか否かであるので、アクションプラ

ンのマーク付けにも改善の余地があります。
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環境負荷低減の取り組み

環境報告

テレビ会議システム導入による経費および環境負荷低減

　エンタープライズシステム事業グループは、全国各地

にお客様を擁し、各地に拠点を持つ全国組織です。以前

は、拠点をまたぐ会議では出席者は電車や航空機などで

移動することとなり、移動時間や交通費のロスが生じてい

ました。すでに全社で導入していたテレビ会議システム

は、「特定の会議室に固定設置され、必要に応じて移動

して利用できない」「操作が複雑で準備に時間がかかる」

「高解像対応の機器でないため、詳細なPC画面を会議

中に共有できない」などの問題がありました。

　そこで、当事業グループでは、「拠点間情報伝達の向

上」「移動時間、出張旅費の削減」「交通機関利用減少に

よるCO2排出量の削減」を目的として、上記の問題を解決

する独自のテレビ会議システムを主要拠点に導入するこ

とにしました。

　このテレビ会議システムの導入で、2008年度は結果と

して１割強の出張旅費が削減されるなど、当初の目的を

達成するとともに、遠隔拠点を含むセミナー・勉強会の開

催等も可能となりました。

高効率の設備・機器により環境負荷低減を実現

　環境配慮型の次世代型データセンターとして2008年

10月に開設した「目白坂データセンター」は、直流電源装

置や高効率機器の導入により従来のデータセンターと比

較して30％程度の消費電力削減を実現するとして、開設

当初から大きな反響を呼んでいます。既存の横浜コン

ピュータセンターでも、継続的なエネルギー削減活動に

取り組んでおり、NAS電池と氷蓄熱設備による約900kW

の昼間電力のピークカット、横浜市風力発電事業への協

賛による年間67,000kWhの自然エネルギーの利用、高効

率機種への更新等によりエネルギー負荷低減を推進し

ています（2009年度エネルギー使用合理化期待効果約

400kL）。2004年度から2008年度の５年度間平均原単位

変化率ではマイナス5.8%の実績をあげています。2009年

度も引き続き吸収式冷凍機のグリーン機種への更新や、

熱源ポンプ、冷却水ポンプの高効率モータの採用等を計

画しています。今年度の目標としてデータセンターでは原

単位年平均１％以上の削減を目指します。

□オフィスおよびデータセンターにおける環境データ

エンタープライズシステム事業
グループにおける取り組み

対象範囲：ISO14001認証を取得しているオフィス（霞が関本社、大崎オフィス、名古屋支店、大阪支店、福岡支店、豊田営業所、葛西物流センター）

2007年度実績オフィス

 

コピー用紙使用量

廃棄物排出量

リサイクル率

グリーン購入比率

34,670千枚

722千kg

77.2%

96.2%

2008年度実績

32,406千枚

627千kg

74.9%

97.3%

2009年度目標

2008年度総量実績に対して1%削減する
 

2008年度総量実績に対して2%削減する

2008年度総量実績に対して2%削減する

リサイクル率を78%以上とする

グリーン購入比率を95%以上とする

増減(%)

3.9

-7.3

-13.1

―

―

対象範囲：データセンター5拠点のうち、横浜、神戸、大手町、目白坂に限定（自社でエネルギーコントロールができない渋谷は低減目標が設定できないため除外）
＊横浜コンピュータセンターにおいては、2004年度から2008年度の5年度間平均原単位変化率は-5.8％となっている（原単位：エネルギー使用量［kL］÷UPS電力［kW］）
＊CO2換算係数は各年度の電力会社の係数を使用 2007年度：0.339／0.338、2008年度：0.425／0.366（東京電力／関西電力）

2007年度実績データセンター

エネルギー使用量
（2008年10月から目白坂稼動）

2008年度実績 2009年度目標

2008年度原単位実績の１％以上削減

増減(%)

8.3

データセンター事業グループ
における取り組み CTCグループのCSRレポートに第三者意見を寄せるのは、今回で3回目となります。全体的には、年々、レポートが充実し

てきている印象を受けます。

評価できること

第三者意見書

10,603千kWh
（3,704ｔ-CO2）

電力使用量
（CO2換算）

11,019千kWh
（4,654ｔ-CO2）

原油換算 26,453kL
（CO2換算39,786ｔ-CO2）

原油換算 28,651kL
（CO2換算48,927ｔ-CO2）


